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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第26期中間期における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、中間純損失を計上しており、ま

た、潜在株式が存在しないため、第26期、第27期中間期、第27期および第28期中間期における潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 4,486,641 4,771,429 5,920,086 10,094,678 11,381,423

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △383,064 46,376 73,193 146,961 378,468

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) △248,800 1,603 87,928 69,190 192,217

純資産額 (千円) 1,943,908 2,204,006 2,418,577 2,261,900 2,396,966

総資産額 (千円) 5,662,720 6,263,858 7,089,687 6,341,255 6,880,058

１株当たり純資産額 (円) 971.95 1,102.00 1,209.29 1,130.95 1,195.48

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間純損失
(△)

(円) △124.40 0.80 43.96 34.60 93.11

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.3 35.2 34.1 35.7 34.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 181,049 809,671 △506,912 50,994 1,231,521

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △353,649 △474,734 △142,136 △593,309 △854,718

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 140,595 △559,510 640,721 540,231 △559,848

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 666,471 471,819 505,060 696,334 513,480

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名) 325(51) 366(49) 404(48) 331(50) 373(50)



(2) 提出会社の経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 第26期中間期および第27期中間期における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、中間純損失

を計上しており、また、潜在株式が存在しないため、第26期、第27期および第28期中間期における潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 4,338,305 4,634,652 5,790,309 9,752,778 11,105,475

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △383,815 39,961 83,390 98,955 349,350

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) △249,299 △12,809 94,884 23,500 160,538

資本金 (千円) 697,600 697,600 697,600 697,600 697,600

発行済株式総数 (株) 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

純資産額 (千円) 2,035,971 2,235,961 2,438,385 2,308,771 2,409,310

総資産額 (千円) 5,745,452 6,269,214 7,154,835 6,348,647 6,920,917

１株当たり純資産額 (円) 1,017.99 1,117.98 1,219.19 1,154.39 1,201.66

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失 
(△)

(円) △124.65 △6.40 47.44 11.75 77.27

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 30 30

自己資本比率 (％) 35.4 35.7 34.1 36.4 34.8

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名) 294(46) 314(43) 333(44) 289(44) 311(43)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で

記載しております。 

２ 事業の種類別セグメントは情報サービスの単一事業であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類 従業員数(名)

情報サービス 404(48) 

従業員数(名) 333(44)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、好調な企業収益を受け、設備投資の増加および個人消費の改善

が進み、景気は堅調に推移いたしました。情報サービス産業におきましては、納期や品質に対する顧客

の要請は依然として厳しいものの、企業収益の伸長を背景に情報化投資は増加傾向を示しました。  

 このような状況のもと、当社グループは顧客の多様な経営課題に対応するためのベストプラクティ

ス、「B-EN-Gプラクティス」の提供を一層強化し、顧客満足の向上に取り組みました。  

 当中間連結会計期間におきましては、既存顧客を中心に積極的な営業活動を展開し、受注の拡大に注

力いたしました。また、４月に組織再編を行い、システムインテグレーションにおける提案力およびプ

ロジェクト遂行力の向上を図りました。加えて、PMO（プロジェクトマネジメントオフィス）機能を強

化し、プロジェクトマネジメント力の向上にも取り組みました。自社開発ERPパッケージ「MCFrame」に

つきましては、ビジネスパートナー等との連携強化に努め、ライセンス販売の拡大に注力いたしまし

た。  

 さらに、顧客の海外展開に対する支援やWeb対応ソリューションの提供強化など、商品・サービスの

拡充に努めました。  

 東洋ビジネスシステムサービス株式会社におきましては、運用保守サービスやシステム開発に注力い

たしました。  

 以上の結果、連結受注高は6,089,885千円（前年同期比14.6％増）、連結売上高につきましては、下

期に売上計上予定であった案件の一部が上期に計上となったことなどにより、5,920,086千円（前年同

期比24.1％増）となりました。これにより、連結経常利益は73,193千円（前年同期比57.8％増）、連結

中間純利益につきましては、前年同期と比べ86,325千円増加し、87,928千円となりました。  

  

(注) 当社グループの経営成績は、大型案件の売上計上時期やその採算性により変動する可能性があります。また、 
     当社グループの業績特性としましては、請負案件の納期が期末に集中する傾向にあるため、四半期・半期毎の 
     経営成績に変動が生じます。  

  

当社グループは情報サービス事業を展開しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報に

代えて当中間連結会計期間における商品分野別状況を記載いたします。  

  

① 他社製品ERP  

 SAPジャパン株式会社のERPパッケージ「SAP製品」にかかわるコンサルティング、システム構築活動

に関し、製薬業界や機械、食品業界等からの受注拡大を図りました。また、プロジェクトマネジメント

力の強化に努めたほか、製造業の海外展開支援に積極的に取り組みました。以上の結果、当中間連結会

計期間の受注高は3,163,963千円（前年同期比25.9％増）、売上高は3,366,326千円（前年同期比40.9％

増）となり、受注、売上ともに増加いたしました。  

 ② 自社製品ERP  

 自社開発ERPパッケージ「MCFrame」につきましては、国際物流の効率化を図るグローバルSCMソリュ

ーションの提供を開始いたしました。さらに、中堅製造業向け短期導入サービス「PowerStart」を開始

するなど、新商品、新サービスの拡充に取り組みました。また、ビジネスパートナー等との連携強化に

も注力いたしました。当中間連結会計期間の受注高は1,588,848千円（前年同期比60.5％増）、売上高



は1,318,014千円（前年同期比51.2％増）となり、ともに伸長いたしました。なお、「MCFrame」のラ

イセンス売上高は402,641千円（前年同期比17.3％増）となりました。  

 ③ ｅビジネス  

 日本オラクル株式会社のERPパッケージ「Oracle E-Business Suite」案件を中心に、顧客ニーズに対

応したテンプレートを活用し、電機・電子、設備、産業機械等の多様な業界への営業を展開いたしまし

た。当中間連結会計期間の受注高は1,004,294千円（前年同期比25.5％減）、売上高は929,738千円（前

年同期比25.8％減）となりました。  

 ④ その他  

 アジアにおける生産・販売・物流を統合的に行うグローバルSCMソリューションの提供に取り組んだ

ほか、金融業界向けシステム構築に注力いたしました。当中間連結会計期間の受注高は332,778千円

（前年同期比27.8％減）、売上高は306,006千円（前年同期比18.8％増）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より8,420千円減少し、

505,060千円となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況）  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益127,260千円を計上したものの、売

上債権の増加503,719千円、前受金の減少316,545千円、法人税等の支払いによる支出235,795千円等に

より、全体として506,912千円の支出（前年同期比 1,316,583千円支出増）となりました。  

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況）  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得（自社開発ERPパッケージ「MCFrame」の

開発等）による支出193,376千円、投資有価証券の売却による収入89,500千円等により、全体として

142,136千円の支出（前年同期比 332,598千円支出減）となりました。  

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況）  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、銀行からの短期借入金を返済したことによる支出等

11,900,000千円ありましたが、銀行からの新規の借入れによる収入12,600,000千円により、全体として

640,721千円の収入（前年同期比1,200,232千円収入増）となりました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの事業は情報サービス事業単一でありますので、事業の種類別セグメント情報に代え、

商品分野別に記載しております。 

  

 
(注) １ 金額は売上原価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループの事業は情報サービス事業単一でありますので、事業の種類別セグメント情報に代え、

商品分野別に記載しております。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当社グループの事業は情報サービス事業単一でありますので、事業の種類別セグメント情報に代え、

商品分野別に記載しております。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品分野名 生産高(千円) 前年同期比(％)

他社製品ERP 2,593,456 47.7

自社製品ERP 885,339 76.0

ｅビジネス 748,842 △21.1

その他 250,598 19.8

合計 4,478,236 31.1

商品分野名 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

他社製品ERP 3,163,963 25.9 2,747,262 △6.9

自社製品ERP 1,588,848 60.5 848,393 59.6

ｅビジネス 1,004,294 △25.5 732,702 △40.9

その他 332,778 △27.8 268,266 9.5

合計 6,089,885 14.6 4,596,624 △7.5

商品分野名 販売高(千円) 前年同期比(％)

他社製品ERP 3,366,326 40.9

自社製品ERP 1,318,014 51.2

ｅビジネス 929,738 △25.8

その他 306,006 18.8

合計 5,920,086 24.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、現在締結している重要な契約のうち、契約の改定および契約期間の変更

があった契約は次のとおりです。 

  

 
５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発活動として、当社は他社製品ERP等の機能拡充を行うとともに、

先端情報技術の応用・実用化、新規商材の調査・研究を中心に推進して参りました。 

 当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、74,232千円、また研究開発活動の概要は次の通りです。 

(1) 個別商品の競争力向上のための商品開発・機能強化 

 当社グループの事業は情報サービスの単一事業であるため、事業の種類別セグメントに代えて、商品分

野別に記載しております。 

① 他社製品ERP 

 SAPジャパン株式会社のERPパッケージ「SAP製品」について、周辺システムの適用調査ならびにSOA

（Service Oriented Architecture）関連の技術・機能の調査・検証を実施いたしました。 

② 自社製品ERP 

 当商品分野におきましては、自社開発ERPパッケージである「MCFrame」の商品力強化を目的とする調

査・研究を実施いたしました。 

 また、前連結会計年度に引き続き、iSeriesの開発基盤である「FrameManager」の強化、販売物流機能

の強化およびC/S（クライアントサーバー）版の生産管理・販売管理・原価管理の各機能強化、英語版・

中国語版の機能強化を実施いたしました。なお、これらに要した費用は無形固定資産（ソフトウェア）へ

計上しております。 

③ ｅビジネス 

 日本オラクル株式会社のERPパッケージ「Oracle E-Business Suite」について、SOA関連の技術・機能

の調査・検証を実施いたしました。 

(2) 基盤技術力の強化および新規商材の調査・研究 

 前連結会計年度に引き続き、新規商材としてBAM（Business Activity Monitoring）ならびにRFID

(Radio Frequency Identification)に関する調査・研究を実施いたしました。  

  

  

契約会社名 契約年月日 相手先名 契約の内容 契約期間

東洋ビジネスエ
ンジニアリング
株式会社

平成18年４月１日
日本オラクル株
式会社

オラクル・パートナー
契約 
日本オラクル株式会社
およびオラクルコーポ
レーションが所有する
ソフトウェア製品の日
本国内での販売、技術
サービス提供等を行
う。

平成19年11月30日まで 
 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な変更はありません。  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画について変更はありません。また、当

中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
ジャスダック証券

取引所
     ―

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年９月30日 ― 2,000,000 ― 697,600 ― 426,200



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 株式会社トパックスは平成18年11月１日付で三井情報開発株式会社と合併し、三井情報開発株式  

会社となりました。 
      ２ タワー投資顧問株式会社から、平成18年７月13日付で提出された大量保有に係る変更報告書によ

り、平成18年６月30日現在で140,000株所有している旨の報告を受けておりますが、当社として
当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
発行株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東洋エンジニアリング株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２番５号 1,020,000 51.00

バンク オブ ニューヨーク ジ
ーシーエム クライアント ア
カウンツ イー アイエスジー
(常任代理人 株式会社三菱東京
UFJ銀行カストディ業務部)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

139,500 6.97

B-EN-G社員持株会 東京都千代田区大手町１丁目８番１号 122,900 6.14

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 96,000 4.80

ソフトバンク・テクノロジー株
式会社

東京都新宿区西五軒町13番１号 80,000 4.00

松井証券株式会社（一般信用
口）

東京都千代田区麹町１丁目４番地 15,400 0.77

ザ バンク オブ ニューヨーク 
ジャスディック トリーティー 
アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 1040 
BRUSSELS, BELGIUM  
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

13,200 0.66

株式会社トパックス 東京都千代田区神田錦町３丁目26番地 12,000 0.60

吉田 和雄 香川県丸亀市 10,000 0.50

北川 光勇 東京都葛飾区 9,400 0.47

計 ― 1,518,400 75.91

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,000,000
20,000       ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 2,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 20,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―



 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

  

計 ― ― ― ― ―

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,880 1,845 1,599 1,499 1,477 1,459

最低(円) 1,780 1,450 1,440 1,360 1,364 1,380



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けておりま

す。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 471,819 505,060 513,480

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 2,358,281 3,616,511 3,112,792

 ３ たな卸資産 1,044,145 794,211 820,930

 ４ 繰延税金資産 210,800 239,962 271,536

 ５ その他 ※３ 283,785 291,923 392,647

   貸倒引当金 △3,698 △141 △4,860

   流動資産合計 4,365,133 69.7 5,447,528 76.8 5,106,528 74.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 113,001 105,996 115,078

  (2) 工具、器具及び 
    備品

128,279 108,517 125,062

   有形固定資産合計 241,280 214,514 240,140

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 1,186,011 1,023,779 1,121,476

  (2) その他 38,219 35,767 36,596

   無形固定資産合計 1,224,230 1,059,546 1,158,072

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 45,944 17,736 45,888

  (2) 繰延税金資産 50,327 52,945 58,392

  (3) その他 336,941 297,415 271,035

   投資その他の資産 
   合計

433,213 368,097 375,316

   固定資産合計 1,898,724 30.3 1,642,159 23.2 1,773,530 25.8

   資産合計 6,263,858 100.0 7,089,687 100.0 6,880,058 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 432,765 729,058 576,368

 ２ 短期借入金 2,000,000 2,700,000 2,000,000

 ３ 未払費用 432,759 530,591 430,698

 ４ 未払法人税等 62,355 9,097 245,606

 ５ 前受金 329,291 191,187 507,732

 ６ 賞与引当金 330,150 347,420 331,626

 ７ 品質保証引当金 121,871 38,115 249,453

 ８ その他 ※３ 350,657 125,639 141,606

   流動負債合計 4,059,851 64.8 4,671,110 65.9 4,483,092 65.2

   負債合計 4,059,851 64.8 4,671,110 65.9 4,483,092 65.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 697,600 11.1 ― ― 697,600 10.1

Ⅱ 資本剰余金 426,200 6.8 ― ― 426,200 6.2

Ⅲ 利益剰余金 1,079,703 17.3 ― ― 1,270,318 18.5

Ⅳ 為替換算調整勘定 502 0.0 ― ― 2,848 0.0

   資本合計 2,204,006 35.2 ― ― 2,396,966 34.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

6,263,858 100.0 ― ― 6,880,058 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 697,600 ―

 ２ 資本剰余金 ― 426,200 ―

 ３ 利益剰余金 ― 1,292,246 ―

   株主資本合計 ― ― 2,416,046 34.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 191 ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― 2,339 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 2,530 0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 2,418,577 34.1 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 7,089,687 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,771,429 100.0 5,920,086 100.0 11,381,423 100.0

Ⅱ 売上原価 3,416,728 71.6 4,478,236 75.6 8,400,754 73.8

   売上総利益 1,354,701 28.4 1,441,849 24.4 2,980,669 26.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,298,189 27.2 1,360,094 23.0 2,585,598 22.7

   営業利益 56,511 1.2 81,755 1.4 395,070 3.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取配当金 1,265 1,265 1,265

 ２ 貸倒引当金戻入益 1,626 － －

 ３ 持分法による 
   投資利益  

－ 2,651 4,668

 ４ その他 5,646 8,538 0.2 844 4,761 0.0 6,149 12,082 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,229 13,171 26,677

 ２ 持分法による 
   投資損失

4,177 － －

 ３ その他 1,265 18,673 0.4 151 13,323 0.2 2,007 28,685 0.3

   経常利益 46,376 1.0 73,193 1.2 378,468 3.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 － 49,348 －

 ２ 貸倒引当金戻入益 － － － 4,718 54,066 0.9 465 465 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 12,423 － 13,377

 ２ 事務所移転関連費用 12,277 － 12,360

 ３ その他 93 24,795 0.5 － － － 516 26,254 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

21,581 0.5 127,260 2.1 352,679 3.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

82,865 2,441 292,150

   法人税等調整額 △62,888 19,977 0.5 36,890 39,331 0.6 △131,689 160,461 1.4

   中間(当期)純利益 1,603 0.0 87,928 1.5 192,217 1.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 426,200 426,200

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高

426,200 426,200

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,138,100 1,138,100

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 1,603 1,603 192,217 192,217

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 60,000 60,000 60,000 60,000

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高

1,079,703 1,270,318



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

  当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高（千円） 697,600 426,200 1,270,318 2,394,118

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △60,000 △60,000

 役員賞与（注） △6,000 △6,000

 中間純利益 87,928 87,928

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円）

― ― 21,928 21,928

平成18年９月30日残高（千円） 697,600 426,200 1,292,246 2,416,046

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高（千円） ― 2,848 2,848 2,396,966

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △60,000

 役員賞与（注） △6,000

 中間純利益 87,928

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

191 △508 △317 △317

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円）

191 △508 △317 21,611

平成18年９月30日残高（千円） 191 2,339 2,530 2,418,577



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

21,581 127,260 352,679

   減価償却費 258,142 321,376 579,253

   貸倒引当金の減少額 △1,626 △4,718 △465

   賞与引当金の増加額 15,927 15,793 17,403

   品質保証引当金の増加 
   (△減少)額

70,869 △211,337 198,452

   受取利息及び受取配当金 △1,268 △1,342 △1,275

   支払利息 13,229 13,171 26,677

   為替差損(△差益) △314 79 △909

   持分法による投資損失 
   (△利益)

4,177 △2,651 △4,668

   固定資産除却損 12,423 － 13,377

   投資有価証券売却益 － △49,348 －

   売上債権の減少(△増加)額 997,768 △503,719 243,257

   たな卸資産の減少 
   (△増加)額

△745,342 26,718 △522,127

   前渡金の減少(△増加)額 △67,887 117,114 △194,476

   仕入債務の増加(△減少)額 △84,874 223,700 45,689

   前受金の増加(△減少)額 202,215 △316,545 380,655

   役員賞与支払額 － △6,000 －

   その他 △7,521 △8,213 14,542

    小計 687,499 △258,658 1,148,065

   利息及び配当金の受取額 1,268 1,342 1,275

   利息の支払額 △11,855 △13,800 △22,229

   法人税等の還付額 163,082 － 163,082

   法人税等の支払額 △30,324 △235,795 △58,672

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

809,671 △506,912 1,231,521



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得 
   による支出

△16,498 △4,082 △250,318

   無形固定資産の取得 
   による支出

△254,085 △193,376 △474,628

   投資有価証券の取得 
   による支出

－ △11,678 －

   投資有価証券の売却 
   による収入

－ 89,500 －

   その他 △204,150 △22,498 △129,771

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△474,734 △142,136 △854,718

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 5,000,000 12,600,000 14,800,000

   短期借入金の返済による 
   支出

△5,500,000 △11,900,000 △15,300,000

   配当金の支払額 △59,510 △59,278 △59,848

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△559,510 640,721 △559,848

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  に係る換算差額

58 △93 190

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の減少額

△224,515 △8,420 △182,854

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

696,334 513,480 696,334

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 471,819 505,060 513,480



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社は東洋ビジネスシステム

サービス㈱１社であり、同社を連

結しております。

１ 連結の範囲に関する事項

同   左

１ 連結の範囲に関する事項

同   左

２ 持分法の適用に関する事項

  関連会社は上海華和得易信息技

術発展有限公司（DealEasy社）１

社であり、同社について持分法を

適用しております。 

 なお、同社に対して、平成17年

４月に当社が25％出資したことに

より、当中間連結会計期間より持

分法を適用しております。

２ 持分法の適用に関する事項

  関連会社は上海華和得易信息技

術発展有限公司（DealEasy社）１

社であり、同社について持分法を

適用しております。

２ 持分法の適用に関する事項

  関連会社は上海華和得易信息技

術発展有限公司（DealEasy社）１

社であり、同社について持分法を

適用しております。 

 なお、同社に対して、平成17年

４月に当社が25％出資したことに

より、当連結会計年度より持分法

を適用しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同   左

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券
 

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     時価のないもの

      移動平均法による原価

法によっております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定）によって

おります。

     時価のないもの

同   左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     時価のないもの

同   左

  ② たな卸資産

    仕掛品は個別法による原価

法によっております。

  ② たな卸資産

同   左

  ② たな卸資産

同   左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同   左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同   左

  ② 無形固定資産

    定額法によっております。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

    ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。

    また、販売目的のソフトウ

ェアについては、見込有効期

  ② 無形固定資産

同   左

  ② 無形固定資産

同   左



間(３年)における見込販売数量に基

づく償却額と販売可能な残存

有効期間に基づく均等配分額

を比較し、いずれか大きい金

額を計上しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ③ 長期前払費用

    均等償却によっておりま

す。 

 なお、償却期間について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

  ③ 長期前払費用

同   左

  ③ 長期前払費用

同   左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上す

ることとしております。

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

      同   左 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

      同   左 

 

  ② 賞与引当金

    従業員に支給すべき賞与の

支払に備えるため、支給見込

額に基づき計上することとし

ております。

  ② 賞与引当金

同   左

  ② 賞与引当金

同   左

  ③ 品質保証引当金

    客先納入後の瑕疵担保等の

費用の支出に備えるため、実

績率に基づき算出した発生見

込額を計上することとしてお

ります。

    また、品質確保に際し、個

別に見積可能な費用について

は発生見込額を見積計上する

こととしております。

  ③ 品質保証引当金

同   左

    

   

  ③ 品質保証引当金

同   左

   

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同   左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同   左

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同   左

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理

同   左



 
  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

    

 
  

追加情報 

    

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同   左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))および

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。

―――――

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。

―――――

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、2,418,577千円で

あります。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。

―――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 （「ソフトウェア取引の収益の会計  



 
  

   

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

――――― 処理に関する実務上の取扱い」） 

 当中間連結会計期間より、「ソ

フトウェア取引の収益の会計処理

に関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年３月30

日 実務対応報告第17号）を適用

しております。 

 これにより、従来の方法に比べ

て、売上高が154,085千円、売上

原価が154,085千円減少しており

ます。売上総利益、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利

益に与える影響はありません。

―――――

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

69,743千円

 

―――――

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

129,602千円

※２  中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形     3,145千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

100,129千円

 

―――――

※３ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等および預り消

費税等は相殺の上、流動資産

その他に含めて表示しており

ます。

※３ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等および預り消

費税等は相殺の上、流動負債

その他に含めて表示しており

ます。

―――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの

従業員給料 
手当

456,674千円

賞与引当金 
繰入額

118,614千円

研究開発費 29,366千円

業務外注費 142,358千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの

従業員給料
手当

452,146千円

賞与引当金
繰入額

119,344千円

研究開発費 74,232千円

業務外注費 157,502千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの

従業員給料 
手当

980,643千円

賞与引当金 
繰入額

111,275千円

研究開発費 59,760千円

業務外注費 311,201千円

※２ 固定資産除却損のうち主要な

もの

建物附属設備 10,181千円

 

―――――

※２ 固定資産除却損のうち主要な

もの

建物附属設備 10,181千円

 ３ 売上高の季節的変動が著しい

場合

    当社グループの売上高は、

通常の営業形態として、得意

 

―――――

  

  

 

―――――



 
  

先の事業年度末である３月に請負案

件の納期が集中する傾向があ

り、連結会計年度の上半期と

下半期の業績の間に季節的変

動があります。

    なお、当中間連結会計期間

の売上高は4,771,429千円で

ありましたが、前期における

売上高は上半期が4,486,641

千円、下半期が5,608,036千

円であります



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 
  

   該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,000,000 － － 2,000,000

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月27日 
定時株主総会

普通株式 60,000 30 平成18年３月31日 平成18年６月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係(平成17年９月30日

現在)

現金及び預金 
勘定

471,819千円

現金及び現金 
同等物

471,819千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係(平成18年９月30日

現在)

現金及び預金
勘定

505,060千円

現金及び現金
同等物

505,060千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金 
勘定

513,480千円

現金及び現金 
同等物

513,480千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額

 

工具・器具 
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 68,390 68,390

減価償却 
累計額 
相当額

46,376 46,376

中間期末 
残高 
相当額

22,013 22,013

 

工具・器具
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 51,263 51,263

減価償却 
累計額 
相当額

31,593 31,593

中間期末 
残高 
相当額

19,670 19,670

工具・器具 
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額
相当額 56,481 56,481

減価償却
累計額 
相当額

41,344 41,344

期末残高
相当額

15,137 15,137

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 12,436千円

１年超 11,284千円

合計 23,721千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 10,196千円

１年超 10,747千円

合計 20,944千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,207千円

１年超 7,481千円

合計 16,688千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 9,857千円

減価償却費 
相当額

8,771千円

支払利息 
相当額

726千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 7,039千円

減価償却費
相当額

6,237千円

支払利息
相当額

459千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 17,625千円

減価償却費
相当額

15,014千円

支払利息
相当額

1,251千円

(4) 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

  利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同   左

   

  利息相当額の算定方法

同   左

   

(4) 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同   左

   

  利息相当額の算定方法

同   左

   



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 該当事項はありません。 

２ 時価評価されていない有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

 
  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

 該当事項はありません。 

２ 時価評価されていない有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 非上場株式 45,944

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額（千円）

その他有価証券 株式 11,678 12,000 321

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 非上場株式 5,736

内容
連結貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 非上場株式 45,888



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社グループは、情報システムの企画、開発、運用・保守等、総合的なサービス提供を事業内容とし

ており、情報サービス事業単一のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社グループは、情報システムの企画、開発、運用・保守等、総合的なサービス提供を事業内容とし

ており、情報サービス事業単一のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、情報システムの企画、開発、運用・保守等、総合的なサービス提供を事業内容とし

ており、情報サービス事業単一のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

本邦以外の国および地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメント情報

を記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国および地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメント情報

を記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国および地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメント情報

を記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  
２. １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

   前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

   当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

   前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,102円00銭 １株当たり純資産額 1,209円29銭 １株当たり純資産額 1,195円48銭

１株当たり中間純利益 0円80銭 １株当たり中間純利益 43円96銭 １株当たり当期純利益 93円11銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同   左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

純資産の部の合計額 (千円) ― 2,418,577 ―

普通株式に係る純資
産額

(千円) ― 2,418,577 ―

普通株式の発行済株
式数

(株) ― 2,000,000 ―

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
普通株式の数

(株) ― 2,000,000 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 1,603 87,928 192,217

普通株主に帰属 
しない金額

(千円) ― ― 6,000

(うち利益処分による
役員賞与)

(千円) (―) (―) (6,000)

普通株式に係る 
中間(当期)純利益

(千円) 1,603 87,928 186,217

普通株式の期中平均 
株式数

(株) 2,000,000 2,000,000 2,000,000



当社は、平成17年５月に株式会社ムトウより、納入した基幹システムにかかわる934,520千円の損

害賠償請求訴訟を提起されておりますが、当社としては損害賠償責任を負う原因はないと考えてお

り、現在係争中であります。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 464,132 475,642 504,296

２ 受取手形 ※２ 57,564 36,381 44,227

３ 売掛金 2,268,406 3,560,389 3,035,112

４ たな卸資産 1,025,243 789,140 826,800

５ 前渡金 137,808 147,282 264,397

６ 繰延税金資産 196,722 216,903 255,199

７ その他 ※３ 157,257 231,927 166,466

貸倒引当金 △3,520 ― △4,708

 流動資産合計 4,303,614 68.6 5,457,667 76.3 5,091,792 73.6

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物 110,094 102,614 112,422

(2) 工具、器具及び
備品

128,279 109,455 125,062

 有形固定資産合計 238,373 212,069 237,485

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 1,204,549 1,041,316 1,140,926

(2) その他 38,219 35,767 36,596

 無形固定資産合計 1,242,768 1,077,083 1,177,523

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 45,944 17,736 45,888

(2) 関係会社株式 50,000 50,000 50,000

(3) 繰延税金資産 47,895 52,521 54,709

(4) その他 340,617 287,756 263,518

 投資その他の資産 
 合計

484,457 408,014 414,116

 固定資産合計 1,965,599 31.4 1,697,167 23.7 1,829,125 26.4

  資産合計 6,269,214 100.0 7,154,835 100.0 6,920,917 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 498,933 911,416 720,547

２ 短期借入金 2,000,000 2,700,000 2,000,000

３ 未払金 319,119 68,078 98,332

４ 未払費用 373,737 430,015 366,941

５ 未払法人税等 61,775 8,790 240,999

６ 前受金 329,291 191,187 507,732

７ 賞与引当金 299,873 315,056 297,588

８ 品質保証引当金 121,871 38,115 249,453

９ その他 ※３ 28,649 53,788 30,011

 流動負債合計 4,033,252 64.3 4,716,449 65.9 4,511,607 65.2

  負債合計 4,033,252 64.3 4,716,449 65.9 4,511,607 65.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 697,600 11.1 ― ― 697,600 10.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 426,200 ― 426,200

    資本剰余金合計 426,200 6.8 ― ― 426,200 6.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 8,100 ― 8,100

 ２ 中間(当期)未処分 
   利益

1,104,061 ― 1,277,410

 利益剰余金合計 1,112,161 17.8 ― ― 1,285,510 18.6

  資本合計 2,235,961 35.7 ― ― 2,409,310 34.8

   負債資本合計 6,269,214 100.0 ― ― 6,920,917 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 697,600 9.7 ― ―

２ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 ― 426,200 ―

   資本剰余金合計 ― ― 426,200 6.0 ― ―

３ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 ― 8,100 ―

 (2) その他利益剰余金

 繰越利益剰余金 ― 1,306,294 ―

 利益剰余金合計 ― ― 1,314,394 18.4 ― ―

   株主資本合計 ― ― 2,438,194 34.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 191 0.0 ― ―

    評価・換算差額等 
    合計

― ― 191 0.0 ― ―

純資産合計 ― ― 2,438,385 34.1 ― ―

 負債純資産合計 ― ― 7,154,835 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,634,652 100.0 5,790,309 100.0 11,105,475 100.0

Ⅱ 売上原価 3,373,284 72.8 4,451,060 76.9 8,323,948 75.0

 売上総利益 1,261,367 27.2 1,339,249 23.1 2,781,527 25.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,215,321 26.2 1,245,321 21.5 2,411,428 21.7

 営業利益 46,046 1.0 93,928 1.6 370,099 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 8,391 0.2 2,785 0.0 7,917 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 14,476 0.3 13,323 0.2 28,666 0.3

 経常利益 39,961 0.9 83,390 1.4 349,350 3.1

Ⅵ 特別利益 ※３ ― ― 54,056 1.0 262 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 24,795 0.6 ― ― 26,254 0.2

 税引前中間(当期) 
 純利益

15,166 0.3 137,446 2.4 323,359 2.9

 法人税、住民税 
 及び事業税

74,342 2,208 274,477

 法人税等調整額 △46,365 27,976 0.6 40,353 42,562 0.8 △111,656 162,820 1.5

 中間(当期)純利益 ― ― 94,884 1.6 160,538 1.4

 中間純損失 12,809 △0.3 ― ― ― ―

 前期繰越利益 1,116,871 ― 1,116,871

 中間(当期) 
 未処分利益

1,104,061 ― 1,277,410



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 
（千円）

697,600 426,200 426,200 8,100 1,277,410 1,285,510 2,409,310 

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △60,000 △60,000 △60,000 

 役員賞与（注） △6,000 △6,000 △6,000 

 中間純利益 94,884 94,884 94,884 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額）

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

― ― ― ― 28,884 28,884 28,884 

平成18年９月30日残高 
（千円）

697,600 426,200 426,200 8,100 1,306,294 1,314,394 2,438,194 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成18年３月31日残高 
（千円）

― ― 2,409,310 

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △60,000 

 役員賞与（注） △6,000 

 中間純利益 94,884 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額）

191 191 191 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

191 191 29,075

平成18年９月30日残高 
（千円）

191 191 2,438,385



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法に 

よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

同   左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

同   左

  その他有価証券

 

―――――

  

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっており

ます。

  その他有価証券

 

―――――

   時価のないもの

    移動平均法による原価法に

よっております。

   時価のないもの

同   左

   時価のないもの

同   左

 (2) たな卸資産

    仕掛品は個別法による原価

法によっております。

 (2) たな卸資産

同   左

 (2) たな卸資産

同   左

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

    定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。

 (1) 有形固定資産

同   左

 (1) 有形固定資産

同   左

 (2) 無形固定資産

    定額法によっております。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

    ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。

    また、販売目的のソフトウ

ェアについては、見込有効期

間(３年)における見込販売数

量に基づく償却額と販売可能

な残存有効期間に基づく均等

配分額を比較し、いずれか大

きい金額を計上しておりま

す。

 (2) 無形固定資産

同   左

 (2) 無形固定資産

同   左

 (3) 長期前払費用

    均等償却によっておりま

す。 

 なお、償却期間について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

 (3) 長期前払費用

同   左

 (3) 長期前払費用

同   左

 



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上す

ることとしております。

 (1) 貸倒引当金

 

―――――

 (1) 貸倒引当金

    債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上す

ることとしております。

 (2) 賞与引当金

    従業員に支給すべき賞与の

支払に備えるため、支給見込

額に基づき計上することとし

ております。

 (2) 賞与引当金

同   左

 (2) 賞与引当金

同   左

 (3) 品質保証引当金

    客先納入後の瑕疵担保等の

費用の支出に備えるため、実

績率に基づき算出した発生見

込額を計上することとしてお

ります。

    また、品質確保に際し、個

別に見積可能な費用について

は発生見込額を見積計上する

こととしております。

 (3) 品質保証引当金

同   左

 

 (3) 品質保証引当金

同   左

 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

    外貨建の金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場に

よって円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

 

―――――

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

    外貨建の金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

５ リース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

５ リース取引の処理方法

同   左

５ リース取引の処理方法

同   左

６ その他の中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

６ その他の中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同   左

６ その他の財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

同   左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。

 
 

―――――

 

―――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、2,438,385千円で

あります。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。

 

―――――



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

―――――

（「ソフトウェア取引の収益の会計

処理に関する実務上の取扱い」） 

 当中間会計期間より、「ソフト

ウェア取引の収益の会計処理に関

する実務上の取扱い」（企業会計

基準委員会 平成18年３月30日

実務対応報告第17号）を適用して

おります。 

 これにより、従来の方法に比べ

て、売上高が189,596千円、売上

原価が189,596千円減少しており

ます。売上総利益、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益に与

える影響はありません。

 

―――――

  



注記事項 
  
(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額
68,680千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額
128,078千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額
98,815千円

 

―――――

※２  中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形     3,145千円

 

―――――

※３ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等および預り消

費税等は相殺の上、流動資産

その他に含めて表示しており

ます。

※３ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等および預り消

費税等は相殺の上、流動負債

その他に含めて表示しており

ます。

 

―――――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取配当金 1,265千円

貸倒引当金 
戻入益

1,450千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 701千円

受取配当金 1,265千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 525千円

受取配当金 1,265千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 13,229千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 13,171千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 26,677千円

 

―――――

※３ 特別利益の内訳

投資有価証券売
却益

49,348千円

貸倒引当金戻入
益

4,708千円

※３ 特別利益の内訳

貸倒引当金戻入
益

262千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 12,423千円

事務所移転関連
費用

12,277千円

    なお、固定資産除却損の

うち主要なものは、建物附

属設備10,181千円でありま

す。

 

 

―――――

 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 13,377千円

事務所移転関連
費用

12,360千円

    なお、固定資産除却損の

うち主要なものは、建物附

属設備10,181千円でありま

す。

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 13,485千円

無形固定資産 246,530千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 29,262千円

無形固定資産 295,313千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 47,644千円

無形固定資産 535,705千円

 ６ 売上高の季節的変動が著しい

場合

    当社の売上高は、通常の営

業形態として、得意先の事業

年度末である３月に請負案件

の納期が集中する傾向があ

り、会計年度の上半期と下半

期の業績の間に季節的変動が

 

――――― ―――――



 

  

生じております。

    なお、当中間期の売上高は

4,634,652千円でありました

が、前期における売上高は上

半期が4,338,305千円、下半

期が5,414,473千円でありま

す。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 自己株式に関する事項 
  

   該当事項はありません。 

  



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額
工具・器具 
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 68,390 68,390

減価償却 
累計額 
相当額

46,376 46,376

中間期末 
残高 
相当額

22,013 22,013

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額
工具・器具
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額 
相当額 51,263 51,263

減価償却 
累計額 
相当額

31,593 31,593

中間期末 
残高 
相当額

19,670 19,670

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額
工具・器具 
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額
相当額 56,481 56,481

減価償却
累計額 
相当額

41,344 41,344

期末残高
相当額

15,137 15,137

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 12,436千円

１年超 11,284千円

合計 23,721千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 10,196千円

１年超 10,747千円

合計 20,944千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,207千円

１年超 7,481千円

合計 16,688千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 9,857千円

減価償却費 
相当額

8,771千円

支払利息相当額 726千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 7,039千円

減価償却費
相当額

6,237千円

支払利息相当額 459千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払リース料 17,625千円

減価償却費
相当額

15,014千円

支払利息相当額 1,251千円

(4) 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

       リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

  利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同   左

  利息相当額の算定方法

同   左

(4) 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同   左

  利息相当額の算定方法

同   左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失 

 
  

(重要な後発事象) 

   前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

   当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

   前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 1,117円98銭

 
１株当たり純資産額 1,219円19銭 １株当たり純資産額 1,201円66銭

 
１株当たり中間純損失 6円40銭

 
１株当たり中間純利益 47円44銭

 
１株当たり当期純利益 77円27銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益は、中間純損失を計上し

ており、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。  

 

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

純資産の部の合計額 (千円) ― 2,438,385 ―

普通株式に係る純資
産額

(千円) ― 2,438,385 ―

普通株式の発行済株
式数

(株) ― 2,000,000 ―

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
普通株式の数

(株) ― 2,000,000 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益又は
(千円) △12,809 94,884 160,538

中間純損失(△)

普通株主に帰属しない
(千円) ― ― 6,000

金額

(うち利益処分による
(千円) (―) (―) (6,000)

役員賞与）
普通株式に係る中間 
(当期)純利益又は (千円) △12,809 94,884 154,538
中間純損失(△)

普通株式の 
期中平均株式数

(株) 2,000,000 2,000,000 2,000,000



(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

当社は、平成17年５月に株式会社ムトウより、納入した基幹システムにかかわる934,520千円の損

害賠償請求訴訟を提起されておりますが、当社としては損害賠償責任を負う原因はないと考えてお

り、現在係争中であります。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書及び 
その添付書類

事業年度 
(第27期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 
取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  渋  谷  道  夫  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  和  田  栄  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 
取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  多  田   修    ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  野  間   武    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日
東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 
取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第27期事業

年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  渋  谷  道  夫  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  和  田  栄  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日
東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 
取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第28期事業

年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  多  田   修    ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  野  間   武    ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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